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2/55本日のテーマ

1． 地震について

2． 北海道で想定される地震

3． 耐震基準について

4． 耐震診断について

5． 低コストな耐震改修について

6． 法改正について

令和4年度 北方型住宅技術講習会 2023年2月14日（札幌）、27日（旭川）
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質問

この数字は何の数でしょう？

42,000
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7/55北海道で想定される地震

北海道周辺で想定される地震（北海道の防災計画より）

これ以外にも、震源はあるかもしれません
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8/55北海道で想定される地震

十勝沖の地震 

三陸沖北部の

地震 

函 館 平 野 西

縁断層帯 

北海 道南西

沖の地震 黒松内低地

断層帯 

北海道留萌沖

の地震(走向

N193°E) 

北海道留萌沖

の 地 震 ( 走 向

N225°E) 

石 狩 低地 東 縁

主部(南) 

石狩低地東縁主

部(北) 

(深さ 3km,7km) 

増毛山地東縁

断層帯 

月寒背斜に関

する断層 

野 幌 丘 陵

断層帯 

十勝平野断

層帯主部 

根室沖・釧路沖の地震 

北 海 道 北 西

沖の地震 

西 札 幌背 斜 に

関する断層 

当別断層 

沼田－砂川付

近の断層帯 

富良野断層帯

西部 

サロベツ断層

帯・北延長 

標津断層帯 

石狩低地東縁南

部(深さ 3km,7km) 

北海道の地震被害想定の対象地震の例 ※

月寒背斜に関する断層

・月寒背斜に関する断層：人口集中する石狩圏

※北海道：https://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/ktk/jishin_sotei.html

過去の地震被害より大きな被害が予測される

・十勝平野断層帯主部：道内でも長大な断層

十勝平野断層帯主部

震　度

震度７
震度６強
震度６弱
震度５強
震度５弱
震度４以下
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9/55北海道で想定される地震

月寒背斜では全半壊約1万7千棟以上、十勝平野断層帯主部では
約3千棟以上と、過去地震と比べても非常に多くの被害が予測

月寒背斜および十勝平野断層帯で提案関数による被害予測

耐震対策が必要な地震が北海道にも多数

全半壊棟数

500－
100－500
50－100
10－50
5－10
1－5
1未満
0または対象外

十勝平野断層帯主部

全半壊棟数

500－
100－500
50－100
10－50
5－10
1－5
1未満
0または対象外

月寒背斜に関する断層
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2018年
(H30)
胆振東部
地震

耐震基準について
建築基準法（耐震基準）の変遷について

1995年
(H7)

兵庫県南部
地震

1978年
(S53)
宮城県沖
地震

1968年
(S43)

十勝沖地震

1948年
(S23)
福井地震

旧 耐 震 基 準

1950年
(S25)

1959年
(S34)

1971年
(S46)

法改正法改正

耐震性が低い

被害が集中

接合金物、壁の配置

バランスに注意が必要

法改正建築基準法
の制定

壁量規定

壁量規定が

強化

基礎の

布基礎化

2000年
(H12)

1981年6月
(S56)

新 耐 震 基 準

接合金物の規定

壁の配置バランス

法改正

壁量規定が強化

耐震性が向上

現在
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耐震性には壁量が重要です。

壁量とは、住宅の規模に応じて、耐力壁（筋かい、面材壁）が何枚必要で
あるかを決めたルールです。

耐震基準について

すじかい

耐力壁

胴差

土台

基礎

土台

胴差

基礎

構造用合板な

どの面材

構造用合板な

どの面材

間柱

の面材のある壁

耐力壁 耐力壁
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耐震性には接合金物が重要です。

せっかく筋かいや壁があっても、接合金物が
ないと浮き上がってしまい、大きく変形してし
まう。

耐震基準について

接合金物でしっかり固定！

2000年の改正で接合金物の規定が具体的に決められた



北海道立総合研究機構 建築研究本部 建築性能試験センター

13/55耐震基準について

胆振東部地震より

古い店舗併用住宅の
倒壊事例
柱に金物がなく柱が
引き抜けてバラバラに
なってしまった。

接合金物で緊
結されている
状態。
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耐震改修工事を促進する
ためには・・・・・・

まずは、耐震診断を普及
させることが重要

（ご自宅の性能を知ってもらう）
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15/55耐震診断について

耐震診断のバイブル

以下に記載する耐震診断と補強方法は、下記の本から参照、出典しています
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16/55耐震診断について

耐震診断の注意点

・図面と現状の違いを調査、柱や壁、筋かいの位置をすべての部屋を調査。
・接合金物の有無の確認。
（押し入れの中の天井裏、床下点検口から床下を覗く等）

・壁にセンサー等をあてて、筋かいの有無の確認。
・雨漏りや腐朽部位などの劣化調査。（すごく重要です）
・コンクリート基礎、外壁にひび割れがないか
・周辺の地盤について調査
・基本的に非破壊調査が基本。

現地調査が重要
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17/55耐震診断について

詳細な調査が低コストな耐震改修工事に繋がります。

現地調査が重要

現地調査を実施せずに、筋かい・壁の仕様、金物の仕様が不明のまま、安
全側になると考え耐力を見込まずに診断を実施すると、耐震評点が低くな
りすぎる場合がある。

耐震評点が低いほど、耐震改修にかかる概算工事費用が多額になる。

工事費用が多額になると住民の方は、耐震改修を諦めてしまう。

悪循環になるので、現地調査を出来る限り詳細に、診断も正確に実施する
ことが重要です。

壁の配置・仕様は極力特定する！

耐震診断の注意点
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18/55耐震診断について

耐震診断の種類

一般診断法

精密診断法

方法1

方法2

方法1

方法2

必要耐力の算出【略算法】

必要耐力の算出【精算法】

壁を主に耐震要素

伝統工法

有開口壁の耐力算定

垂れ壁付き独立柱およ

び垂れ壁・腰壁・・・算定



北海道立総合研究機構 建築研究本部 建築性能試験センター

19/55耐震診断について

必要耐力について（略算法）

1階床面積
100㎡

2階
床面積
100㎡

地域係数 ０．９ 積雪 １．４m （0.364Z）

１階床面積 100㎡ ２階床面積 100㎡
屋根仕様 トタン貼り 壁仕様
木ずり下地モルタル壁 軽い建物
短辺長さは6ｍ以上 形状割増係数は1.0

床面積 床面積当た
り必要耐力

積雪用
必要耐力

地域
係数

形状割
増係数

必要耐
力Qr

２階 100 ×（ 0.37 + 0.364 ）× 0.9 × 1.0 ＝ 66.06
１階 100 ×（ 0.83 + 0.364 ）× 0.9 × 1.0 ＝ 107.46

1階床面積
100㎡

2階床面積
100㎡
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20/55耐震診断について

必要耐力について（略算法）

1階床面積
100㎡

2階
床面積
50㎡

床面積 床面積当た
り必要耐力

積雪用
必要耐力

地域
係数

形状割
増係数

必要耐
力Qr

２階 50 ×（ 0.37 + 0.364 ）× 0.9 × 1.0 ＝ 33.03
１階 100 ×（ 0.83 + 0.364 ）× 0.9 × 1.0 ＝ 107.46

地域係数 ０．９ 積雪 １．４m （0.364Z）

１階床面積 100㎡ ２階床面積 50㎡
屋根仕様 トタン貼り 壁仕様
木ずり下地モルタル壁 軽い建物
短辺長さは6ｍ以上 形状割増係数は1.0

1階床面積
100㎡

2階床面積
50㎡
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21/55耐震診断について

必要耐力について（略算法）

何か変ではありませんか？？？

1階床面積
100㎡

2階床面積
100㎡

1階床面積
100㎡

2階床面積
50㎡

床面積 必要耐力
Qr

２階 50 33.03

１階 100 107.46

床面積 必要耐力
Qr

２階 100 66.06
１階 100 107.46

1階の必要耐力が同じなのはおかしくないですか？
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22/55耐震診断について

必要耐力について（精算法）

精算法（各階の床面積を考慮した必要耐力の算出）

２階 0.28× QKfl2 ×Z＝0.28×1.44×Z＝0.40Z
１階 0.72× QKfl1 ×Z＝0.72×0.7×Z＝0.50Z

S1=100、S2=50 Rf1=S2/S1＝50/100＝0.5

QKfl1＝0.4+0.6×Rf1＝0.4+0.6×0.5＝0.7

QKfl2＝1.3+0.07/Rf1＝1.3+0.07/0.5＝1.44

出典：一般財団法人日本建築防災協会
2012年改訂版 木造住宅の耐震診断と補強方法
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23/55耐震診断について

これだけ違う必要耐力！！

床面積 床面積当た
り必要耐力

積雪用
必要耐力

地
域
係
数

形状割
増係数

必要耐
力Qr

２階 50 ×（ 0.37 + 0.364 ）× 0.9 × 1.0 ＝ 33.03
１階 100 ×（ 0.83 + 0.364 ）× 0.9 × 1.0 ＝ 107.46

床面積 床面積当た
り必要耐力

積雪用
必要耐力

地域
係数

形状割
増係数

必要耐
力Qr

２階 50 ×（ 0.28×1.44 + 0.364×1.44 ）× 0.9 × 1.0 ＝ 41.73
１階 100 ×（ 0.72×0.7 + 0.364×0.7 ）× 0.9 × 1.0 ＝ 68.29

略算法（表3.1ルート）

精算法（各階の床面積を考慮した必要耐力）

Wee2012 Ver.2.0.0では、
各階の床面積を考慮した必要耐力の算出法【精算法】による計算も出来ます。

必要耐力について（精算法）
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24/55耐震診断について

必要耐力について

略算法だと、必要以上に1階の補強量が増えて、補強で
きる箇所には限りがあるので、補強不能になったり、工事
費用が多額になるケースがあるため、精算法で実施するこ
とを強く推奨します。

但し、精算法を使用する場合には、偏心率を用いて「耐
力要素の偏心および床仕様による低減係数」を計算する
ことになります。
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25/55耐震診断について

木造住宅の大地震に対する強さの指標（上部構造評点について）
倒壊する可能性を4段階で判定

上部構造評点の見方

上部構造評点 判定
1.5以上 倒壊しない
1.0以上～1.5未満 一応倒壊しない
0.7以上～1.0未満 倒壊する可能性がある
0.7未満 倒壊する可能性が高い

※2．評点が1.0以上でも、現行の建築基準法を満足している建物と全
く同じ性能とはいえません。

※1．大地震とはどんな地震？：数百年に一度起こる震度6強程度以上
の地震。阪神・淡路大地震以降、震度6強以上は20回も発生している。

耐震診断結果について
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26/55耐震診断について

耐震診断の結果から弱点を見つける

診断結果を見る 減点はどこでされているか？

59.77kN×0.743×0.7＝31.08ｋN
減点

配置等による低減係数及び劣化度によって減点されている。劣化度は
通常0．7を採用。配置等による低減係数は、壁のバランス程度によって
決まる値。
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27/55耐震診断について

耐震診断の結果から弱点を見つける

ご存知と思いますが、耐力壁の強さの表現方法で
すが

耐震診断・改修設計では、壁基準耐力（ｋN/m）

新築設計では、壁倍率で表現しています。

壁基準耐力（ｋN/m） ＝1.98×壁倍率
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28/55耐震診断について

耐震診断の結果から弱点を見つける

さらに、診断結果を見る

減点はどこでされているか？

減点壁の基準耐力3.3ｋN/mが
（×0.778）＝2.56ｋN/m
に低減されている。

N値計算を満足する金物にすることで、接合部
の種類による耐力低減係数を減らすことがで
きる。
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29/55耐震診断について

N値計算を行い満足している接合部のこと。
計算でOKなら「かすがい」でも接合部Ⅰとなる

旧耐震住宅なら、ほとんど接合部Ⅳ！

出典：一般財団法人日本建築防災協会
2012年改訂版 木造住宅の耐震診断と補強方法接合部の合理的な考え方
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30/55耐震診断について

接合部の合理的な考え方

30

例 2階建ての1階柱 壁基準耐力3kN/m 基礎Ⅲ、接合部Ⅳ 5×0.7＝3.5kN/m
2階建ての2階柱 壁基準耐力5kN/m 接合部Ⅳ 5×0.25＝1.25kN/m

この低減率、大きいですね

積雪無しの場合

出典：一般財団法人日本建築防災協会
2012年改訂版 木造住宅の耐震診断と補強方法
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31/55耐震診断について

積雪なしの場合0.25

積雪なしの場合0.7

接合部の合理的な考え方 出典：一般財団法人日本建築防災協会
2012年改訂版 木造住宅の耐震診断と補強方法

積雪1.0ｍのケース
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32/55低コストな耐震改修について

耐震改修は、
壁量（耐力壁）を必要な量
を確保することが基本。

今ある壁を強くする
（筋かいを追加、構造用合板に張り替える）

新たに壁を増設する
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33/55低コストな耐震改修について
これまで耐震改修工事をあまり行ったことのない技術者に配
慮した内容としています。建築研究本部のホームページより
ダウンロードできます。ぜひ、ご参照ください。
https://www.hro.or.jp/list/building/koho/develop/seismic_retrofitting_manual.html
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34/55低コストな耐震改修について

低コストな耐震改修計画のポイント

なるべく天井と
床を壊さないで、
その間で壁を補
強する。

外側からの補強
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低コストな耐震改修工事について

壁・筋かいの増設

外壁の上から補強

外付け鉄筋ブレースタイプ

室内側から壁を補強

天井・床を壊さない
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36/55低コストな耐震改修について

低コストな耐震改修計画のポイント

（１）建物重量を軽くする（瓦屋根を軽い屋根へ変
更）北海道では考えにくい

（２）建物の耐力を上げる（耐力壁の増設、壁の補
強、接合部の補強）

（３）耐震要素のバランスをとる（耐力壁の増設、
壁の補強）（Point25）

（４）なるべく基礎の補強は避ける、弱い壁をたく
さん配置する（基礎工事は施工が大変である
こと、工事費用が掛かるため、必要最低限に
する）（Point20）
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37/55低コストな耐震改修について

低コストな耐震改修計画のポイント

（５）改修計画は、なるべく壊さない、廃棄物を出さ
ない工法を採用する。（Point18）

（解体・リフォーム時はアスベスト対策が必要）

（６）外側からの補強も考える（室内側からの補強
は、ほこり養生や手間が増えること、住人の
プライバシーの問題が発生する）（Point18）

（７）室内側補強の場合には、補強箇所を出来るだ
け一部屋に集中させる。（Point18）

（８）見栄えについては、意匠的に工夫をする。ま
た、住人とよく協議をする。（Point22）
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38/55低コストな耐震改修について

低コストな耐震改修計画のポイント

（９）極力出隅部分に耐力壁を配置しない（Point21）

（１０）押し入れの壁を利用する（Point18､22）

（１１）同一柱の柱頭・柱脚の金物は同一仕様で取
り付ける。（Point27）

（１２）１階柱頭と２階柱脚の柱を緊結する金物も
同一仕様で取り付ける（Point28）
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39/55低コストな耐震改修について

低コストな耐震改修計画のポイント

（１３）大壁仕様の方が施工が楽

（１４）１階壁の補強は、２階外壁直下になるべく
配置する。

（１５）耐震補強には、従来の構法である筋かいや
構造用合板や、第三者機関等により評価され
た構法を用いる。

（１６）劣化低減係数は、原則補強前の診断で用い
た低減係数を用いる。（補強後の劣化低減係
数の上限は0.9）

（１７）断熱改修（リフォーム工事）と併せるとお得
（Point36）
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40/55低コストな耐震改修について

耐震改修工事について

基礎の補強（１カ所3.6m 20～30万円程度） ・接合部の補強

接合部金物の補強
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41/55低コストな耐震改修について

耐震改修工事費の概算について

木造住宅の耐震改修費について

一般的な耐震改修工事のみを行った場合の平均工事費用は

150～200万円程度が多いようです。

目安になる工事費概算式

木造住宅（2階建て）の場合
耐震改修工事費（万円）＝17.4×（評点差×延床面積）0.53

（ （一財）日本建築防災協会 耐震改修工事費の目安 より引用 ）

例 耐震診断時の評点が0.5 改修後の評点1.0
延床面積が120㎡

耐震改修工事費（万円）＝17.4×（（1.0-0.5）×120）0.53

＝152万円
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42/55低コストな耐震改修について

耐震改修工事費の概算について

・概算工事費については、一概には金額を言えません。住
宅は、各棟で条件が異なるからです。

・耐震改修工事は、工事中に新たな事実がわかり設計、
工事の変更が発生し、工事費用が追加になることが多い。

住まい手様に事前に説明をし、トラブルを防止する。

・家具等の移動、引越や仮住まいの費用が別途必要。
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43/55低コストな耐震改修について

耐震改修設計の目標決定について

・目標評点は1.0以上

・命を守る補強もあり(たとえば評点0.7）

・段階的改修もある（評点0.7にしてから1.0 に再工事）

・費用対効果を調べる（評点が0.7と1.0の工事費の 比較）

・今後のどんな暮らし方を望んでいるか（あと何年住む）

・耐震改修補助制度の利用の有無

住まい手と建築技術者がよく相談をし、決めましょう。

耐震補強はしないより、

少しでもしたほうがより安全になります。
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44/55低コストな耐震改修について
1950年以前 1951-1960年 1961-1970年 1971-1980年

評点の最頻値 0.3程度 0.4程度 0.5程度 0.6程度

評点の平均値 0.5程度 0.6程度 0.7点度 0.8程度

※１ 北海道建設部住宅局建築指導課が、一般居住者を対象に実施した木造住宅の無料耐震診断のうち、平成18 年から21 年ま
での診断結果429 件を利用した。

どの程度の
被害を受ける
かの目安です。

木造住宅の評点と震度によるダメージレベルの関係（高井・岡田1999他※）
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45/55低コストな耐震改修について

耐震改修工事の注意事項

・契約を結ぶ（契約書と見積書） 後日のトラブル防止

・耐震改修前と改修後の写真をたくさん撮影しておく。（特にくぎ間隔、
接合金物の種類、アンカーボルトの径と位置などが後から分かるよう
に）

・想定していた梁がない、腐朽が酷い時は、臨機応変な設計変更をた
めらわず行う。

・耐力壁の施工は、指定された釘の種類、間隔を守ること。

・耐震補強設計・施工者は、各メーカーの講習を受講し、認定を受ける
必要があります。また、建築士等の資格要件等もあります。
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46/55低コストな耐震改修について

リフォーム工事と同時に耐震改修

・外壁のリフォーム工事で、外壁を剥がす場合などは、壁を強くす
る絶好のチャンス（金物、アンカーボルトも付けやすく、耐力壁も
施工が楽）

・部分的リフォーム時のついでの組み合わせが建物を強くする。
（水廻りのリフォーム、バリアフリーのリフォームをするとき、周辺の
土台・柱の腐朽箇所の取り換え、壁の耐力強化）

・壁の張替え時には、柱脚・柱頭の金物を設置する。

リフォーム工事と同時に耐震改修を行うと、金物と合板材の材
料費と施工費用の増加のみで実施可能では

今より、強くする。
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47/55低コストな耐震改修について

道総研 建築研究本部での耐力壁の実験

既存モルタル木摺り壁の加力状況
（パネリードをモルタルに打ち込み

木枠に固定し補強）

合板耐力壁の加力状況
（上下空き 準耐力壁仕様）

構造用ビス＠200

既存住宅の床と壁
を解体せずに壁を
補強する
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48/55低コストな耐震改修について

道総研 建築研究本部での耐力壁の実験

既存モルタル木摺り壁の試験体図
（パネリードをモルタルに打ち込み

木枠に固定し補強）

合板耐力壁の試験体図
（上下空き 準耐力壁仕様）

45×90mmの筋かい相当
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49/55低コストな耐震改修について

道総研 建築研究本部での耐力壁の実験

既存モルタル木摺り壁の補強効果の試験結果

補強は柱のみに、先穴を削孔した後に構造ビスを200mm間
隔で留めた。
補強効果があることが確認できた。
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50/55

想定されている地震被害想定は甚大な被害
が想定されていますが、はじめから諦めること
は避けなければいけません。
住宅の耐震化などの防災対策を進めれば、
必ず減災効果があります。
住宅の耐震化を進めていきましょう。
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51/55法改正について

使用できる「あと施工アンカー」は
許容応力度が大臣に指定された
ものに限られます。

令和4年から、あと施工アンカー
が使用できるようになりました。
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52/55法改正について
残念なことに
強度指定を受けたあと施工アンカーが、まだありません。

（一社）建築性能基準推進協会のホームページより
https://www.seinokyo.jp/anchor/top/
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53/55法改正について

延面積
階数

200㎡以下 200㎡超
500㎡以下

500㎡超

3以上 2号建築物 2号建築物 2号建築物

2 4号建築物 4号建築物 2号建築物

1 4号建築物 4号建築物 2号建築物

延面積
階数

200㎡以下 200㎡超
500㎡以下

500㎡超

3以上 2号建築物 2号建築物 2号建築物

2 2号建築物 2号建築物 2号建築物

1 3号建築物 2号建築物 2号建築物

建築基準法第６条
1号 特殊建築物（学校、病院、共同

住宅、百貨店など）で当該部分の
面積が200㎡を超えるもの

2号 木造建築物で3以上の階数を有
し、又は延べ面積が500㎡、高さ
が13mもしくは軒高が9mを超え
るもの

3号 木造以外の建築物で2以上の階
数を有し、または延べ面積が200
㎡を超えるもの

4号 上記以外

改正後の建築基準法第６条
1号 特殊建築物（学校、病院、共同

住宅、百貨店など）で当該部分の
面積が200㎡を超えるもの

2号 前号に揚げる建築物を除くほか、
2以上の階数を有し、又は延べ
面積が200㎡を超えるもの

3号 上記以外（平家200㎡以下）

改正前 改正後

：審査対象

：構造等の審査省略あり
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54/55法改正について

階数 延床面積
200㎡以下

延床面積
200㎡超500㎡以下

延床面積
500㎡超

3以上 許容応力度計算 許容応力度計算 許容応力度計算

2 壁量計算
（審査省略）

壁量計算
（審査省略）

許容応力度計算

1 壁量計算
（審査省略）

壁量計算
（審査省略）

許容応力度計算

高さが13m以下又は軒の高さが9ｍ以下の木造建築物
改正前

高さが16m以下の木造建築物
改正後

階数 延床面積
200㎡以下

延床面積
200㎡超300㎡以下

延床面積
300㎡超

延床面積
制限なし

4以上 許容応力度等計算 許容応力度等計算 許容応力度等計算 許容応力度等計算

3 許容応力度計算 許容応力度計算 許容応力度計算 許容応力度等計算

2 壁量計算
（審査対象）

壁量計算
（審査対象）

許容応力度計算 許容応力度等計算

1 壁量計算
（審査省略）

壁量計算
（審査対象）

許容応力度計算 許容応力度等計算
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55/55最後に

道総研 建築研究本部では、住宅等の耐震
改修技術の普及・開発に取り組んでいます。
実務でご活躍の設計者・工務店のみなさま、
アドバイスやご助言等のご協力よろしくお願い
いたします。

ご清聴ありがとうございました。


